　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	福井県共同募金助成要綱

	（助成の目的）
第１条　共同募金の助成は、社会福祉法の所定の条項に従い、寄付者の意志を尊重して公正かつ地域福祉の推進に効果のあるよう行なうことを目的とする。

	（助成対象団体）
第２条　共同募金の助成は、県内において社会福祉を目的とする事業を行なう団体であって、次に掲げるものを対象とする。
（１）社会福祉法人
（２）更生保護事業法に規定する更生保護法人
（３）民法第３４の規定に基づき設立された法人
（４）特定非営利活動法人及びボランティア団体
（５）その他、社会福祉法人福井県共同募金会（以下「本会」という。）が特に必要と認めた団体

	（助成の区分）
第３条　前条に規定する施設および団体に対する助成は、次のとおりとする。
（１）広域的事業を支援する広域助成
（２）市町ごとの区域での事業を支援する地域助成
２　被助成団体の対象事業は別に定める共同募金助成基準による

	（助成年度）
第４条　共同募金の助成は、原則として、申請年度の翌年度において実施する事業に対して助成する。ただし、歳末たすけあい募金にかかる助成や災害その他必要のある場合はこの限りではない。
２　助成を示す年度は募金年度とする。

	（助成の対象外団体・対象外事業）
第５条　共同募金の助成は、次に該当する団体および事業に対して行なわない。
（１）国または地方公共団体が経営し、またその責任に属するとみなされる事業
（２）事業開始後満１ヶ年を経過しないもの、ただし、本会が必要と認めた場合はこの限りではない。
（３）国籍、宗教、政党、組合などの関係からその対象を特に限定していて一般的に開放されず、構成員の互助共済を主たる目的とする事業等、社会福祉的な性格の明らかでない事業または団体
（４）社会福祉を目的としても、政治、宗教、組合等の手段として行なう事業
（５）その名称の如何にかかわらず、営利のために行なっているとみなされる事業
（６）当年度において共同募金との重複感をあたえるような寄付金の公募を実施またはしようとする事業
（７）助成による効果が期待できない事業
（８）他の補助金との重複助成や他の財源をもって実施することが適当と認められる事業

	（助成申請）
第６条　共同募金の助成を受けようとするものは、本会の定める日までに、別に定める申請書と必要な書類を添付し本会または市町共同募金委員会に提出しなければならない。
２　活動が市町の区域を越えて行われる団体は、申請書等を直接本会に提出するものとする。
３　活動が市町の区域で行われる団体は、申請書等を当該活動域の市町共同募金委員会に提出するものとする。
４　前項の規定により提出された助成申請のうち、共同募金助成基準で示す広域助成対象事業は、当該活動域の市町共同募金委員会が申請書に意見書を付し本会に提出するものとする。

	(助成の決定)
第７条　共同募金の被助成団体および助成額は、配分委員会が承認した助成案に基づいて、本会理事会、評議員会において決定する。

	（助成額の調整）
第８条　助成額の決定は、あらかじめ定めた助成計画によって行なうことを原則とするが、募金の実績額によるほか、必要がある場合には助成計画を調整する。

	（助成事業の変更）
第９条　助成決定後、止むを得ざる事情により本会が指令した事業について変更したいときは、事業着手前に別に定める変更申請書を提出して本会の許可を得なければならない。

	（助成金の交付等）
第10条　被助成団体に対する助成金の交付は、助成決定後、行なうものとする。
２　広域助成の団体については本会が、地域助成の団体は市町共同募金委員会が被助成団体に助成金を交付する。
３　事業交付額が事業所要額を上回った場合は返還させるものとする。

	（助成金の経理）
第11条　被助成団体は、助成金の使途経理について常時内容を明らかにしておかなければならない。

	（助成金の使途報告）
第12条　被助成団体は、助成事業完了後直ちに別に定める助成金の使途を明らかにした報告書に必要な書類を添付し、提出しなければならない。
２　被助成団体は、助成金の使途に関し、住民への周知を図るよう努めなければならない。

	（助成金の監査）
第13条　本会は、助成金の使途に関係のある範囲で随時、監査を行う。
２　被助成団体は、本会が要求するときは必要な記録および諸帳簿を呈示し、監査を拒むことはできない。

	（助成の取消）
第14条　次の各号の１に該当するときは、助成金の全額もしくは一部を本会に返還させることができる。
（１）経理状況が極めて不良と認めたもの
（２）経理上不都合ありと認めたもの
（３）助成決定後３年以内において、被助成団体が本要綱第２条に規定する資格を失ったとき
（４）助成決定後事業を一部休止または廃止したもの
（５）助成金を指定された事業以外に使用したとき
（６）事実と相違した助成申請または使途報告を行なったとき
（７）その他、本会の指示に従わずまたは不適当と認めた場合

	（助成物件の管理期間）
第15条　助成事業により取得した物件の管理期間は、助成事業の完了の日の属する年度の終了後５年間とする。
２　助成事業により取得した物件については、目立つ所に助成シールを貼るとともに、当該物件を適切に管理しなければならない。

	附　　則
１　この助成要綱にもとづく基準は別にこれを定める。
２　本要綱は、昭和４１年８月５日から改訂実施する。
３　本要綱は、昭和４５年５月１日から一部改訂実施する。
４　本要綱は、平成８年４月１日から一部改訂実施する。
５　本要綱は、平成２１年４月1日から一部改訂実施する。


